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2009 年の財政検証において所得代替率が 0.5 を切る可能性も指摘され、決して
政府が予測するように年金財政が盤石であるとはいえないことが明らかになっ
た。 

















































き上げが決定された 1994 年、2000 年改正そして保険料水準固定方式とマクロ経























か検証を行う。第 6 節は本稿の結びである。 
 
２．基礎年金制度導入以降の公的年金制度の改正 
 この節では、分析の対象期間である 1984 年から 2008 年までに実施された主
な公的年金制度の改正について概観する。4 この時期における公的年金制度の























































ついては 2013 年度から 2025 年度にかけて、女子についてはその５年遅れで、
６５歳に引き上げることが決定された。さらに、月給と賞与に同一の保険料率











































し、各地域の世帯員 2 名以上の世帯数に応じて全国の調査地点数（平成 19 年調
 7 
査以降は 500）を各地域に比例配分する。より詳細に述べれば、各地域のすべて
の市町村をそれぞれ 6 グループに分類し、9 地域グループの 2 人以上世帯の世帯
数に応じて全国の調査地点数を各グループに比例按分するのである。その上で
各調査地点から無作為に複数（平成 19 年調査以降は 16）の世帯が選ばれる。従
って、平成 19 年調査以降、調査対象世帯は 8,000 となる。9 なお、分析対象の
世帯は、二人以上世帯である。 


















［図 1 挿入］ 
1980 年代には３割台で安定的に推移していたが、91 年には４割にまで上昇し、



















である。11 それぞれの項目は複数選択することができる。図 2 は、老後の暮ら
しを心配していると答えた家計のうち、それぞれの項目を選んだ家計の割合の
推移を示したものである。 
［図 2 挿入］ 
割合が最大の項目は「十分な貯蓄がないから」である。常に 70%台にあり、し
かも安定的に推移している。割合が次に大きな項目は「年金や保険が十分では
ないから」である。84 年から 89 年まで 22%ポイント上昇した後、92 年から 96






90 年代後半に物価上昇率がマイナスを記録したデフレーションの時期には 2 割
を切っている。12 
 図 3 は、老後の暮らしを心配していないと答えた家計のうち、それぞれの項
 9 
目を選んだ家計の割合の推移を示したものである。 
［図 3 挿入］ 
選ばれた割合が最も高い項目は、「年金や保険が十分あるから」である。基礎年
金制度の導入後である 86 年には 84 年に比して 12%ポイント上昇している。こ
の割合はその後も緩やかに上昇を続け、96 年にピークを迎える（72%）。しかし、
その後は低下に転じ、99 年以降はほぼ 5 割台で推移している。 
 図 3 で割合が次に大きな項目は「退職一時金があるから」である。この項目
を選んだ家計の割合は、ほぼ 3 割台で安定的に推移している。第 3 位は「生活
の見通しが立たないほど、物価が上昇するとは考えられないから」である。89
年をピーク（33%）に趨勢的に低下しており、2007 年以降は 10%を切っている。 
最後に「十分な貯蓄があるから」と答えた家計の割合を見ておこう。この割


















たものが図 4 である。 
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［図 4 挿入］ 








95 年にピーク（30%）を迎えた後は緩やかに低下していく。2005 年以降は 2 割
台前半で推移している。 
老後の暮らしを心配していない家計群に目を転じよう。グループ３の割合は、
基礎年金制度が導入された 85 年には前年に比して 5%ポイント上昇している。
その後も 80 年代後半は緩やかな上昇が続き、80 年代中頃から後半にかけては 4
つのグループの中でその割合は最大になっている。しかし 90 年代を通じてグル
ープ 3 の割合は急速に低下する。98 年にはグループ 3 の割合は 10%を切り、そ
の後も緩やかに割合は低下している。2008 年におけるグループ 3 の割合はわず
かに 6.4%に過ぎない。グループ 4 の割合は 80 年代中頃以降、終始低下傾向を示
している。84年には32%であった割合は、2008年には4.7%にまで低下している。 
次にグループ 1 からグループ 4 の家計がどのような特徴を持っているのか、
その属性を見ていこう。各家計グループの属性を表にまとめたものが表 1 であ
る。 
［表 1 挿入］ 
グループ１、２については、金融資産保有額が４つのグループの中で最も低
い（それぞれ 894 万円、775 万円）。また、借入金を保有している家計の割合が
4 グループの中で最も高く（グループ１，２それぞれ 52.4%、49.4%）、借入金の
残高も 4 グループの中で最大である（グループ１，２それぞれ 606 万円、523 万
円）。従って、ネットで見た金融資産残高もグループ３や４と大きな隔たりがあ
る。グループ１，２の純金融資産残高がそれぞれ 288 万円、252 万円であるのに
対して、グループ３，４はそれぞれ 726 万円、523 万円である。 
 11 
世帯所得についても資産残高と同様の傾向が見られる。グループ１，２の世







における 20 歳代、30 歳代の若年層の割合は、23.7%と 4 グループのなかで最低
であり、逆に 50 歳代の割合は、42.3%と 4 グループ中最高である。世帯主の年
齢が高いことも反映して、金融資産保有額は 4 グループのなかで、グロス、ネ
ットともにトップ（それぞれ 1131 万円、726 万円）である。持ち家率も 73.6%
と、4 分の 3 近くの家計が持ち家を所有している。世帯所得についても 4 グルー
プ中トップである。世帯所得が 700 万円以上の世帯の割合は 27.6%にも達する。 
また、生活設計を立てている家計の割合も 52.6%と 4 グループのなかで最大であ
る。 
グループ 4 の大きな特徴は、世帯主の年齢が低いことである。年齢分布から
わかるように 20 歳代、30 歳代の若年層の割合は、37.7%と 4 グループ中最高で
ある。また、大都市に住んでいる家計の割合も 27.5%とこれまた４グループ中最
も高い。世帯主の年齢が低いことを反映して、持ち家率は低く（グループ２と
並ぶ 61.5%）、借入金を保有している割合、借入金残高ともに 4 グループ中最低
である（それぞれ 39.4%、376 万円）。グロスの金融資産保有額はそれほど高く
はないが（899 万円とグループ 1 の 894 万円と大差ない）、借入金残高が低いの
でネットで見た金融資産残高は、523 万円とグループ 1，2 を大きく引き離して
グループ 3 に次ぐ高さである。世帯主の年齢が低いことは所得分布にも表れて






























1)  実質純金融資産保有額 16 2) 持ち家の有無 3) 借入金の有無 4) 














ダミー変数を作成した。それらは、1985 年改正ダミー（1985 年以前は 0、85 年
以降は 1 をとるダミー変数）、1989 年改正ダミー（1989 年以前は 0、89 年以降
は 1 をとるダミー変数）、1994 年改正ダミー（1994 年以前は 0、94 年以降は 1
をとるダミー変数）、2000 年改正ダミー（2000 年以前は 0、2000 年以降は 1 を











 計測は 1984 年から 2008 年のクロスセクションデータをプールして行われた。
計測方法は混合ロジットモデルであり、グループ１を基準に正規化されてい
る。23 表 2 は計測結果から求められたパラメータ推定値を用いて各変数の平均
値のまわりで評価された限界効果を示している。なお、説明変数がダミー変数
の場合は、その変数が 0 から 1 に変化したときに、各グループが選ばれる確率
の変化分が示されている。 




グループ 1，2 に入る確率は有意に低下し、グループ 3，4 に入る確率は有意に
上昇する。借入金を有している家計ほどグループ 1 に入る確率は有意に高まり、






















業率の上昇は、第 2 号被保険者にとってグループ 1 に入る確率を有意に高めて
いる。地域総生産成長率も同様の効果をもたらしている。地域総生産成長率の
低下は、グループ 2 に入る確率を有意に高め、グループ 3,4 に入る確率を有意に
下げている。消費者態度指数の上昇は、世帯を取り巻く経済環境の改善を意味
 15 
するから、グループ 1,2 に入る確率を有意に低下させ、グループ 3 に入る確率を
有意に高めている。人口構成を表すマクロ変数もグループ間の選択に有意な影
響を与えている。とりわけ、高齢化率の高まりは、第 2 号被保険者にとってグ
ループ 1 に入る確率を高め、グループ 3 に入る確率を有意に低下させており、
高齢化の進展により老後の暮らしに対する不安が高まる状況が如実に現れてい
























 2004 年改正の効果に目を転じよう。制度改正によって第 1 号被保険者は、老
 16 
後の暮らしに対する認識を有意に変化させていないものの、第 2 号被保険者で



























































［表 3、4 挿入］ 
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 1985 年改正は、第 1 号被保険者では、30 歳代、40 歳代、50 歳代においてグ















 1994 年、2000 年における年金制度改正については、その効果は第２号被保険
者の 50 歳代を除くすべての年齢階層についてグループ１に入る確率を高め、グ
ループ 3 に入る確率を低下させることが予想されるが、計測結果はその予想を




































































5 2004 年の年金制度の改正については、例えば西沢(2008)を参照のこと。 
6 ただし、調整は名目額を下限とし、名目額は維持されることになっている。 
7 この率は「所得代替率」と呼ばれている。 
8 なお、当該調査は平成 12 年までは『貯蓄と消費に関する世論調査』、平成 13 年から平成
18 年までは『家計の金融資産に関する世論調査』と呼ばれていた。 









                                                 
12 その他の選択肢の中で割合が高い項目は、「老後に備えて準備をしていないから」である。
この選択肢は平成 6 年以降しか利用できないが、40%前後で推移している。また、「子ども
などからの援助が期待できないから」の項目も 10%台から 20%台の間を推移している。 
13 その他の選択肢の中で割合が高い項目は、「老後に備えて準備をしているから」である。
この選択肢は平成 6 年以降しか利用できないが、30%前後で推移している。 
14グループ４の世帯所得は 520 万円と低いが、これは世帯主の年齢が低いことを反映してい
る。 








おいては、１ 収入はない ２ 300 万円未満 ３ 500 万円未満 ４ 750 万円未満 ５ 1000 万
円未満 ６ 1200 万円未満 ７1200 万円以上という選択肢があるが、回答者が１を選べば世
帯所得は 0、２を選べば 150、３を選べば 400、４を選べば 625、５を選べば 875、６を選べ
ば 1100、７を選べば 1500 という実数を定義し、消費者物価指数で実質化した。 












22 第 1 号被保険者とは、世帯主の職業が農林漁業、自営商工・サービス業、自由業に属す




(independence of irrelevant alternatives) の仮定は支持されなかった。 
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グループ1 グループ2 グループ3 グループ4 
表1　各グループの家計の属性
変数名 グループ1 グループ2 グループ3 グループ4 全体
世帯主年齢分布
２０歳代(%) 3.56 4.84 3.49 8.07 4.44
３０歳代(%) 23.52 23.44 20.23 29.66 23.61
４０歳代(%) 36.47 36.67 33.96 32.46 35.35
５０歳代(%) 36.45 35.04 42.31 29.80 36.60
世帯所得分布
３００万円未満(%) 18.79 23.79 13.51 22.60 19.09
３００万円ー５００万円(%) 31.03 30.36 29.91 35.31 31.24
５００万円ー７００万円(%) 31.65 27.94 29.02 22.72 29.03
７００万円ー１０００万円(%) 12.14 11.33 16.35 10.68 12.76
１０００万円超(%) 6.38 6.58 11.22 8.69 7.88
世帯所得(百万円) 5.12 4.85 6.00 5.20 5.29
金融資産保有額(百万円） 8.94 7.75 11.31 8.99 9.26
借入金を保有している家計の割合 52.39 49.41 47.22 39.43 48.75
借入金残高(百万円） 6.06 5.23 4.04 3.76 5.10
純金融資産残高(百万円） 2.88 2.52 7.26 5.23 4.17
持ち家の割合(%) 66.91 61.80 73.59 61.47 66.69
生活設計を立てている家計の割合( 39.85 36.60 52.58 44.70 42.87
世帯人数 3.95 3.97 4.09 4.14 4.01
大都市に住んでいる家計の割合(%) 23.23 22.31 23.20 27.49 23.64





グループ1 グループ2 グループ3 グループ4 グループ1 グループ2 グループ3 グループ4
1985年年金制度改正 0.1150*** -0.1328*** 0.0657*** -0.0479** 0.0729*** -0.1117*** 0.0425*** -0.0037
(0.0316) (0.0341) (0.0184) (0.0235) (0.0201) (0.0211) (0.0121) (0.0093)
1989年年金制度改正 0.0132 -0.0422 0.0254 0.0037 -0.0608*** 0.0496*** 0.0233 -0.0121
(0.0420) (0.0346) (0.0329) (0.0355) (0.0207) (0.0172) (0.0157) (0.0147)
1994年年金制度改正 0.0219 0.0780*** -0.0160 -0.0838*** 0.0020 0.0424*** -0.0207 -0.0237*
(0.0266) (0.0251) (0.0275) (0.0286) (0.0182) (0.0141) (0.0154) (0.0134)
2000年年金制度改正 0.0020 -0.0001 0.0016 -0.0035 -0.0156 -0.0051 -0.0047 0.0253
(0.0308) (0.0261) (0.0360) (0.0359) (0.0189) (0.0148) (0.0210) (0.0191)
2004年年金制度改正 -0.0255 0.0379 0.0610 -0.0734*** -0.0580*** 0.0102 0.0189 0.0289*
(0.0398) (0.0313) (0.0384) (0.0290) (0.0176) (0.0181) (0.0213) (0.0155)
純金融資産額 -0.00111*** -0.0009*** 0.0013*** 0.0007*** -0.0012*** -0.0017*** 0.0026*** 0.0002
(0.0003) (0.0002) (0.0002) (0.0003) (0.0003) (0.0002) (0.0002) (0.0002)
金融資産保有額／貯蓄目標額 0.0073* 0.0000 0.0062* -0.0134* 0.0009 0.0000 0.0032 -0.0042
(0.0042) (0.0033) (0.0037) (0.0075) (0.0022) (0.0011) (0.0028) (0.0041)
借入金あり 0.0561*** 0.0049 -0.0061 -0.0549*** 0.0496*** -0.0046 -0.0050 -0.0399***
(0.0099) (0.0061) (0.0073) (0.0061) (0.0070) (0.0050) (0.0044) (0.0043)
持ち家 -0.0082 -0.0569*** 0.0591*** 0.0059 -0.0313*** -0.0455*** 0.0689*** 0.0079**
(0.0089) (0.0092) (0.0088) (0.0091) (0.0068) (0.0048) (0.0053) (0.0038)
生活設計を立てている 0.0124 -0.0190* 0.0352*** -0.0285*** 0.0203*** -0.0268*** 0.0320*** -0.0254***
(0.0162) (0.0105) (0.0118) (0.0112) (0.0081) (0.0075) (0.0077) (0.0043)
生活設計をこれから立てる 0.0552*** 0.0315*** -0.0347*** -0.0520*** 0.0446*** 0.0091 -0.0187** -0.0349***
(0.0119) (0.0113) (0.0129) (0.0113) (0.0092) (0.0071) (0.0084) (0.0050)
世帯人数 -0.0139*** -0.0034 0.0028 0.0146*** -0.0058*** 0.0014 0.0005 0.0040**
(0.0032) (0.0024) (0.0026) (0.0029) (0.0021) (0.0014) (0.0021) (0.0018)
30歳代 0.1200*** -0.0326* -0.0295 -0.0578*** -0.0894*** -0.0056 -0.0355*** -0.0595***
(0.0220) (0.0178) (0.0252) (0.0174) (0.0155) (0.0151) (0.0093) (0.0064)
40歳代 0.1404*** 0.0006 -0.0442** -0.0968*** 0.1137*** 0.0280 -0.0366*** -0.1051***
(0.0194) (0.0187) (0.0210) (0.0212) (0.0182) (0.0176) (0.0104) (0.0076)
50歳代 0.1098*** -0.0179 -0.0031 -0.0887*** 0.0912*** 0.0322** -0.0006 -0.1227***
(0.0218) (0.0205) (0.0226) (0.0183) (0.0171) (0.0161) (0.0112) (0.0067)
世帯収入 -0.0001*** -0.0001*** 0.0001*** 0.0001*** -0.0001*** -0.0001*** 0.0001*** 0.0000*
(0.0000) (0.0000) (0.0000) (0.0000) (0.0000) (0.0000) (0.0000) (0.0000)
リスク回避度 -0.0026 -0.0195** 0.0042 0.0179*** 0.0270*** -0.0196*** -0.0009 -0.0064*
(0.0093) (0.0087) (0.0073) (0.0068) (0.0037) (0.0044) (0.0037) (0.0038)
大都市 0.0053 -0.0182** -0.0008 0.0137 0.0089 -0.0079 -0.0107*** 0.0097**
(0.0128) (0.0094) (0.0082) (0.0092) (0.0068) (0.0062) (0.0054) (0.0046)
失業率 0.0034 -0.0275*** 0.0006 0.0236* 0.0170* -0.0248*** -0.0022 0.0099
(0.0155) (0.0091) (0.0112) (0.0139) (0.0095) (0.0082) (0.0082) (0.0065)
出生率 0.1618 -0.1742*** -0.0886 0.1010 -0.1060 0.0521 0.0999 -0.0460
(0.1863) (0.0368) (0.0946) (0.2034) (0.1088) (0.0833) (0.1344) (0.0592)
高齢化率 -0.3922* -0.1904 -0.1850 0.7676** 0.3648 -0.1452 -0.2428*** 0.0232
(0.2262) (0.2396) (0.1783) (0.3710) (0.3175) (0.2619) (0.0270) (0.2199)
インフレ率 0.0046 -0.0059 -0.0005 0.0018 0.0077 -0.0126*** -0.0052 0.0100***
(0.0065) (0.0076) (0.0056) (0.0082) (0.0040) (0.0030) (0.0042) (0.0028)
地域内総生産成長率 -0.0024 -0.0068** 0.0038 0.0054* 0.0013 -0.0103*** 0.0059*** 0.0031***
(0.0042) (0.0028) (0.0031) (0.0030) (0.0020) (0.0015) (0.0016) (0.0012)
消費者態度指数 -0.0066*** -0.0022 0.0070*** 0.0018 -0.0012 -0.0028** 0.0042*** -0.0003
(0.0020) (0.0015) (0.0028) (0.0028) (0.0013) (0.0012) (0.0014) (0.0010)
トレンド 0.0164*** 0.0015 -0.0044 -0.0135 0.0141*** 0.0048 -0.0082 -0.0107*




1.34E-10 -2.08E-10 -1.95E-10 2.69E-10 2.72E-10*** -5.89E10*** -2.48E10*** 5.65E-10***











グループ１ グループ２ グループ３ グループ４ グループ１ グループ２ グループ３ グループ４
20歳代 0.0102 -0.1186 0.0301 0.0782 20歳代 -0.0082 -0.0761 0.1077 ** -0.0234
(0.1463) (0.0901) (0.0947) (0.0880) (0.0637) (0.0572) (0.0499) (0.0181)
30歳代 0.0991 ** -0.0916 *** 0.1037 *** -0.1111 *** 30歳代 0.0303 -0.0814 *** 0.0604 *** -0.0093
1985年改正 (0.0478) (0.0287) (0.0419) (0.0205) (0.0266) (0.0254) (0.0147) (0.0086)
40歳代 0.0625 ** -0.0802 *** 0.0559 * -0.0382 40歳代 0.0991 *** -0.1093 *** 0.0252 * -0.0151
(0.0298) (0.0249) (0.0303) (0.0264) (0.0234) (0.0196) (0.0132) (0.0124)
50歳代 0.1421 *** -0.1526 *** 0.0566 * -0.0461 * 50歳代 0.0452 -0.0764 *** 0.0101 0.0211
(0.0360) (0.0277) (0.0299) (0.0284) (0.0291) (0.0206) (0.0194) (0.0224)
20歳代 -0.0614 0.0020 0.1418 -0.0824 ** 20歳代 -0.0897 * 0.1001 0.0079 -0.0183
(0.1312) (0.1099) (0.1177) (0.0348) (0.0542) (0.0689) (0.0325) (0.0181)
30歳代 0.0285 -0.0661 ** 0.0370 0.0006 30歳代 -0.0736 ** 0.0753 *** -0.0066 0.0049
1989年改正 (0.0429) (0.0296) (0.0320) (0.0319) (0.0306) (0.0302) (0.0171) (0.0165)
40歳代 0.0115 -0.0345 0.0105 0.0125 40歳代 -0.0608 ** 0.0392 0.0342 -0.0126
(0.0350) (0.0312) (0.0356) (0.0260) (0.0253) (0.0285) (0.0251) (0.0163)
50歳代 0.0010 -0.0294 0.0293 -0.0009 50歳代 -0.0498 * 0.0526 * 0.0313 * -0.0342 **
(0.0470) (0.0417) (0.0325) (0.0275) (0.02668) (0.0288) (0.0169) (0.0146)
20歳代 0.2073 *** -0.0122 -0.0800 * -0.1151 *** 20歳代 0.0197 0.0555 -0.0347 -0.0405 **
(0.0809) (0.0629) (0.0454) (0.0414) (0.0460) (0.0434) (0.0367) (0.0168)
30歳代 0.0179 0.1158 *** -0.0576 *** -0.0762 *** 30歳代 0.0251 0.0506 ** -0.0490 ** -0.0267 **
1994年改正 (0.0407) (0.0405) (0.0233) (0.0200) (0.0235) (0.0233) (0.0228) (0.0132)
40歳代 -0.0132 0.0894 *** -0.0120 -0.0642 *** 40歳代 0.0033 0.0619 *** -0.0479 *** -0.0173
(0.0333) (0.0276) (0.0244) (0.0233) (0.0158) (0.0168) (0.0179) (0.0119)
50歳代 0.0228 0.0666 ** -0.0062 -0.0832 *** 50歳代 -0.0210 0.0168 0.0147 -0.0105
(0.0339) (0.0275) (0.0223) (0.0136) (0.0207) (0.0145) (0.0196) (0.0174)
20歳代 -0.0583 0.0266 0.0132 0.0184 20歳代 0.0165 -0.0269 -0.0038 0.0142
(0.0839) (0.0702) (0.1022) (0.0940) (0.0445) (0.0384) (0.0574) (0.0386)
30歳代 0.0117 -0.0202 -0.0983 *** 0.1068 * 30歳代 0.0483 ** -0.0051 -0.0562 ** 0.0130
2000年改正 (0.0564) (0.0286) (0.0370) (0.0565) (0.0230) (0.0176) (0.0264) (0.0231)
40歳代 -0.0172 0.0165 0.0181 -0.0175 40歳代 -0.0066 0.0031 -0.0344 0.0379 *
(0.0397) (0.0355) (0.0371) (0.0301) (0.0284) (0.0169) (0.0274) (0.0198)
50歳代 0.0119 -0.0042 0.0156 -0.0232 50歳代 -0.0474 ** -0.0037 0.0096 0.0415 **
(0.0340) (0.0264) (0.0365) (0.0231) (0.0206) (0.0173) (0.0211) (0.0207)
20歳代 0.1003 -0.0663 -0.0956 0.0616 20歳代 -0.0121 0.0169 -0.1482 *** 0.1434 **
(0.2202) (0.0850) (0.2046) (0.2468) (0.0611) (0.0579) (0.0604) (0.0705)
30歳代 0.0161 0.1229 -0.0006 -0.1385 *** 30歳代 -0.0730 *** 0.0096 0.0584 0.0050
2004年改正 (0.0600) (0.0814) (0.1246) (0.0472) (0.0252) (0.0267) (0.0492) (0.0288)
40歳代 -0.0267 0.0343 0.0798 -0.0874 ** 40歳代 -0.0558 ** -0.0024 0.0396 0.0186
(0.0627) (0.0372) (0.0644) (0.0393) (0.0235) (0.0251) (0.0369) (0.0199)
50歳代 -0.0479 0.0326 0.0625 -0.0473 50歳代 -0.0586 *** 0.0156 0.0096 0.0334





グループ１ グループ２ グループ３ グループ４ グループ１ グループ２ グループ３ グループ４
1985年改正ダミー＊世帯収入 0.000195 *** -0.000126 *** 0.000036 -0.000105 *** 1985年改正ダミー＊世帯収入 0.000138 *** -0.000164 *** 0.000026 0.000000
(0.000046) (0.000030) (0.000033) (0.000032) (0.000030) (0.000024) (0.000019) (0.000019)
1989年改正ダミー＊世帯収入 0.000002 0.000059 -0.000036 -0.000025 1989年改正ダミー＊世帯収入 -0.000079 *** 0.000170 *** -0.000067 *** -0.000024
(0.000045) (0.000049) -0.000026 (0.000022) (0.000025) (0.000029) (0.000018) (0.000016)
1994年改正ダミー＊世帯収入 -0.000011 0.000083 *** -0.000016 -0.000056 *** 1994年改正ダミー＊世帯収入 0.000001 0.000024 -0.000017 -0.000008
(0.000019) (0.000020) (0.000014) (0.000019) (0.000017) (0.000017) (0.000013) (0.000010)
2000年改正ダミー＊世帯収入 -0.000027 -0.000019 0.000010 0.000036 2000年改正ダミー＊世帯収入 -0.000045 ** -0.000013 0.000014 0.000043 ***
(0.000023) (0.000028) (0.000025) (0.000028)5 (0.000018) (0.000015) (0.000017) (0.000015)
2004年改正ダミー＊世帯収入 -0.000049 0.000084 ** 0.000018 -0.000054 2004年改正ダミー＊世帯収入 -0.000072 *** 0.000050 *** 0.000000 0.000022
(0.000030) (0.000037) (0.000032) (0.000047) (0.000017) (0.000020) (0.000020) (0.000016)
備考：表記については表２の備考を参照のこと。
なお、表２で使用したすべての説明変数をコントロールしているが、５つの改正ダミーと世帯所得のクロス項以外の係数値は省略している。
第１号 第２号
